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事業タイプ

経費区分

太陽光発電システム設置費の一部として、12,000円/Kwで上
限4Kw　最大48,000円補助する。

事
業
費
／
千
円

H23（2011） H24（2012）

2,880予算額

区分

事
業
要

員

タ
イ
プ

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

住宅用太陽光発電住宅用太陽光発電住宅用太陽光発電住宅用太陽光発電システムシステムシステムシステム設置補助事業設置補助事業設置補助事業設置補助事業

開始年度 2009 終了年度 9999

目的 住宅用太陽光発電システムの設置工事に要する費用の一部を補助することにより、温室効果ガスの発生を抑制する。
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事業名

部署名 環境課

市民の新エネルギー利用設備導入を支援し、普及促進を図ることで、地球温暖化防止に向けた取り組みの推進、環境に対する
市民意識の高揚を図るため，住宅用太陽光発電システムを設置する市民に対し、設置費用の補助を行うものである。補助額は
１kw当り12,000円で、4ｋｗ48,000円が上限である。なお、国・県とのタイアップ補助で、国は1ｋｗあたり35,000円(1Kw当た
りの補助対象経費が3.5万円を超えて47.5万円以下の場合)で、県は１ｋｗ当り24,000円の補助である。国・県・市と合わせ、
１ｋｗ当り71,000円の補助となる。
また、国・県・市の補助申請窓口を県温暖化防止センターに一元化（ワンストップ）し、市民の利便性向上を図っている。

事業コード

2844

概要

法令
根拠
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活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

一般会計

単独事業

補助費等
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基本施策
体系

重点施策
体系

設定困難 目標値

実績値

補助件数 件 目標値 60606060 60606060 60606060 60606060 60606060

計算
根拠

補助件数(実績値)/補助件数(目標値)

実績値 78787878 90909090

達成率
（％）

130130130130 150150150150

実数値 78/6078/6078/6078/60 90/6090/6090/6090/60

ランク AAAA AAAA

安全・安心で快適に暮らせ
るまちづくり

人と生きものが共生する環
境社会を構築する

環境

基本目標 属性 基本施策

地球温暖化防止対策の充実

実施施策

3104

「鯖江ブランド」づくり 自然・地球環境郷土の誇りを未来につなぐまちづく
り

重点施策 分類（大） 分類（小）

722

H23事業名 住宅用太陽光発電システム設置補助事業 2844
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【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

市民レベルでの地球温暖化防止意識は高まってきている。根
拠

事業名

主体

必
要

性

【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

市民への補助であり、市が行うのは妥当。根
拠

根
拠

有
効

性
効

率
・
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果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。

事業名 太陽熱利用温水器設置補助事業

所管課 環境課

住宅用太陽光発電設置補助事業は、市のほか国・県の補助制度ある。市の補助条
件として、国への申請および受理決定が必要であり、太陽熱利用温水器と条件が
異なるため。

根
拠

ある

不可能

コスト削減=補助金額の削減。毎年60件前後の申請があり、申請件数は今後も同
数の継続が見込まれる。

根
拠

現在、国・県の補助制度あり。

根
拠

補助額(補助件数)の増加から、設置家庭が増加することで、地球温暖化防止の目
的が期待できる。

根
拠

太陽光発電システムの設置者に対し、1Kwあたり
１２,０００円、４８,０００円を限度として補助す
る。

維持維持維持維持

平
成

2
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み

【平成25年度　方向性】

太陽光発電システムの設置者に対し、1Kwあたり
１２,０００円、４８,０００円を限度として補助す
る。

平
成
2
5
年

度
計

画

【平成24年度　方向性】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H25提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

団体補助等の特定の相手先への
補助金や交付金事業のため
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